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IASB が IFRS 第 8号の適用後レビューに関する

情報提供の要請を公表 
 

要点 

・当情報提供の要請(Request for Information)は、作成者、投資家および他

の利用者、市場規制機関、会計専門家および会計基準設定主体の視点

から、財務報告に関わる IFRS第 8 号適用の影響を評価するためのもので

ある。 

・IASB の適用後レビューは、当該基準書が意図されたとおりに機能している

かどうかについてのフィードバック、および当該基準書の適用に関連した

課題およびコストについてのさらなる実務的な情報を求めている。 

・協議期間は、2012 年 11 月 16 日で終了する。 

 

 

背景 

2012 年 7 月 19 日に、国際会計基準審議会（以下、「IASB」）は、IFRS 第 8 号

の適用の影響について、情報提供の要請「適用後レビュー－IFRS 第 8 号『事

業セグメント』」（以下、「RFI」）を公表することにより、IFRS 第 8 号「事業セグメ

ント」の適用後レビューをサポートするための証拠収集の公開フェーズを開始

した。適用後レビューは、当該基準書が意図されたとおりに機能しているかに

ついてのフィードバック、および当該基準書の適用に関連した課題およびコスト

についてのさらなる実務的な情報を求めている。 

2007年、IASBのガバナンスと監督の責任を負う、IFRS財団の評議員会は、 デ

ュー・プロセス・ハンドブックで、新しい基準書または主要な解釈指針の適用日か

ら2年後に、適用後レビューを行う要求を導入した。IFRS第8号は、この新しいプ

ロセスにおいて初めての適用後レビューとなる。 

コメント募集 

IASB は、IFRS 第 8 号の適用について、どの観点からもコメントを募集している。

しかし、RFI は、基準が意図されたとおりに機能しているかどうかに焦点を置い
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ている。RFI は、IFRS 第 8 号の経験について、以下の（投資家および作成者に

向けての）回答者の特定の観点を取り扱っている。： 

・必ずしも地域別の情報または製品に関する情報ではなく、経営者の視点を使

用してセグメントを識別および報告する（すなわち、資源配分する際に最高経

営意思決定者によって内部で使用されているものと同じ基準に基づいて、セグ

メントを識別および報告する）。 

・IFRSｓへの準拠ではなく、最高経営意思決定者に報告される金額と一致する

ベースで項目を測定する。 

・特定の項目の開示を規定するのではなく、最高経営意思決定者が定期的に

検討し、意思決定の基礎として内部で使用される項目のみを報告する。 

・置き換えられる IAS 第 14 号「セグメント別報告」ではなく、IFRS 第 8 号で要

求される開示。 

RFI はまた、投資家および作成者の双方に対して、IFRS 第 8 号適用から生じ

る、主要な意図しなかった結果または予想外のコストの詳細を求めている。 

次のステップ 

協議期間は 2012 年 11 月 16 日で終了する。RFI に加えて、IASB は、IFRS
第 8 号適用の影響について、さらなるフィードバックを集めるために、幅広いア

ウトリーチ活動に着手している。IASB は 2013 年初めに、コメント･レターに対

する回答および他のアウトリーチ活動からのフィードバックを検討する予定で

ある。発見事項によっては、IASB は IFRS 第 8 号を修正するべきかどうか、そ

の場合どのように修正するべきかを検討する。 
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